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政
令
第
二
百
六
十
号

特
許
法
施
行
令
及
び
特
許
法
等
関
係
手
数
料
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

特
許
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
二
十
一
号
）
第
四
十
七
条
第
二
項
、
第
百
九
条
、
第
百
九
十
五
条
第
九
項
及

内
閣
は
、

、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

び
第
百
九
十
五
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き

（
特
許
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

特
許
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
二
条
第
三
号
中
「
前
二
号
」
を
「
前
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、
同
条
第
二
号
中
「
産
業
行
政
又

は
科
学
技
術
に
関
す
る
事
務
（
研
究
を
含
み
、
以
下
「
産
業
行
政
等
の
事
務
」
と
い
う
。
）
」
を
「
産
業
行
政
等
の
事
務
」

に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二

産
業
行
政
又
は
科
学
技
術
に
関
す
る
事
務
（
研
究
を
含
む
。
以
下
「
産
業
行
政
等
の
事
務
」
と
い
う
。
）
に
通
算
し

て
五
年
以
上
従
事
し
た
者
で
あ
つ
て
、
う
ち
三
年
以
上
特
許
庁
に
お
い
て
審
査
の
事
務
に
従
事
し
た
も
の

第
十
四
条
第
二
号
中
「
ニ
ま
で
」
を
「
ハ
ま
で
」
に
改
め
、
「
及
び
ハ
」
を
削
り
、
「
、
ロ
及
び
ニ
」
を
「
及
び
ハ
」
に

改
め
、
同
号
中
ロ
を
削
り
、
ハ
を
ロ
と
し
、
同
号
ニ
中
「
か
ら
ハ
ま
で
」
を
「
及
び
ロ
」
に
改
め
、
同
号
ニ
を
同
号
ハ
と
す
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る
。第

十
五
条
第
三
項
中
「
そ
の
他
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
書
面
」
の
下
に
「
（
個
人
に
あ
つ
て
は
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま

で
に
掲
げ
る
書
面
）
」
を
加
え
、
同
項
第
一
号
中
「
定
款
又
は
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
」
を
「
定
款
、
法
人
の
登
記
事
項

証
明
書
又
は
前
事
業
年
度
末
の
貸
借
対
照
表
」
に
改
め
、
「
定
款
、
寄
附
行
為
又
は
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
及
び
」
及
び

「
又
は
個
人
」
を
削
る
。

（
特
許
法
等
関
係
手
数
料
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

特
許
法
等
関
係
手
数
料
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
二
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
二
第
二
号
中
「
ニ
ま
で
」
を
「
ハ
ま
で
」
に
改
め
、
「
及
び
ハ
」
を
削
り
、
「
、
ロ
及
び
ニ
」
を
「
及
び
ハ
」

ロ
を
削
り
、
ハ
を
ロ
と
し
、
同
号
ニ
中
「
か
ら
ハ
ま
で
」
を
「
及
び
ロ
」
に
改
め
、
同
号
ニ
を
同
号
ハ
と

に
改
め
、
同
号
中

。

す
る第

一
条
の
三
第
三
項
中
「
そ
の
他
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
書
面
」
の
下
に
「
（
個
人
に
あ
つ
て
は
第
二
号
か
ら
第
四
号

ま
で
に
掲
げ
る
書
面
）
」
を
加
え
、
同
項
第
一
号
中
「
定
款
又
は
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
」
を
「
定
款
、
法
人
の
登
記
事

項
証
明
書
又
は
前
事
業
年
度
末
の
貸
借
対
照
表
」
に
改
め
、
「
定
款
、
寄
附
行
為
又
は
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
及
び
」
及
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び
「
又
は
個
人
」
を
削
る
。

附
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

特
許
法
第
百
九
十
五
条
第
九
項
の
政
令
で
定
め
る
額
は
、
特
許
法
施
行
令
及
び
特
許
法
等
関
係
手
数
料
令
の
一
部
を
改

４
正
す
る
政
令
（
平
成
十
八
年
政
令
第
二
百
六
十
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
一
年
以
内
に
特
許
出
願
が
放
棄
さ
れ
、
又
は
取
り

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
法
第
百
九
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
納
付
す
べ

下
げ
ら
れ
た
と
き
は
、
第
一
条
第
四
項

と
す
る
。

き
出
願
審
査
の
請
求
の
手
数
料
の
金
額
に
相
当
す
る
額

附

則

（
施
行
期
日
）

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

１
（
経
過
措
置
）

こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
特
許
法
施
行
令
第
十
二
条
第
二
号
（
実
用
新
案
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
十
七
号

２
）
第
四
条
第
二
項
、
意
匠
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
十
八
号
）
第
二
項
及
び
特
許
協
力
条
約
に
基
づ
く
国
際
出
願

等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
五
十
三
年
政
令
第
二
百
九
十
一
号
）
第
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
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定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
以
後
に
特
許
庁
に
お
い
て
審
査
の
事
務
を
開
始
し
た
者
に
係
る
審
査
官
の
資
格
に
つ
い
て
適

用
し
、
同
日
前
に
特
許
庁
に
お
い
て
審
査
の
事
務
を
開
始
し
た
者
に
係
る
審
査
官
の
資
格
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。
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理

由

発
明
の
奨
励
及
び
知
的
財
産
に
係
る
審
査
の
迅
速
化
を
図
る
た
め
、
特
許
料
の
納
付
猶
予
及
び
出
願
審
査
請
求
手
数
料
の
軽

減
の
対
象
を
拡
大
し
、
審
査
官
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
必
要
な
期
間
を
多
様
化
す
る
と
と
も
に
、
特
許
出
願
が
放
棄
さ
れ

又
は
取
り
下
げ
ら
れ
た
と
き
に
お
け
る
出
願
審
査
請
求
手
数
料
の
全
額
の
返
還
の
取
扱
い
を
暫
定
的
に
実
施
す
る
必
要
が
あ
る

か
ら
で
あ
る
。


